
15-1　公共調達における男女共同参画及びワーク・ライフ・バランス項目の設定状況 （都道府県・政令指定都市）

えるぼし
認定また
はくるみ
ん認定、
プラチナ
くるみん
認定、
ユース
エール
認定取
得

女活法
に基づく
一般事
業主行
動計画
策定

次世代
育成支
援対策
推進法
に基づく
一般事
業主行
動計画
の策定

地方公
共団体
が行う男
女共同
参画に
関する
企業の
認定・認
証等を
取得

役員に
占める
女性割
合

管理職
に占める
女性割
合

役員・管
理職へ
の女性
の登用
促進の
ための
取組

仕事と育
児・介護
を両立
するため
の取組

ノー残業
デーの
設定など
労働時
間短縮
に向けた
取組

短時間
正社員
制度の
導入

男性の
育児・家
事への
参画促
進に向
けた取
組

ワーク・
ライフ・
バランス
関連表
彰の受
賞・認証
実績

その他

北 海 道 ○ ○ ○ ○ ○
青 森 県 ○ ○
岩 手 県 ○ ○
宮 城 県 ○ ○
秋 田 県 ○ ○ ○ ○ ○
山 形 県 ○ ○ ○
福 島 県 ○ ○ ○
茨 城 県 ○ ○ ○ ○
栃 木 県 ○ ○ ○
群 馬 県 ○ ○ ○
埼 玉 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
千 葉 県 ×
東 京 都 ×
神 奈 川 県 ×
新 潟 県 ○ ○ ○

富 山 県 ○ ○ ○

石 川 県 ○ ○ ○
福 井 県 ○ ○ ○ ○
山 梨 県 ○ ○
長 野 県 ○ ○ ○ ○
岐 阜 県 ○ ○ ○
静 岡 県 ○ ○ ○ ○
愛 知 県 ○ ○ ○
三 重 県 ×
滋 賀 県 ○ ○ ○
京 都 府 ×
大 阪 府 ×
兵 庫 県 ○ ○
奈 良 県 ○ ○

和 歌 山 県 ○ ○

鳥 取 県 ○ ○

島 根 県 ○ ○

岡 山 県 ○ ○ ○

広 島 県 ○ ○

山 口 県 ○ ○
徳 島 県 ○ ○
香 川 県 ×
愛 媛 県 ○ ○ ○
高 知 県 ○ ○
福 岡 県 ○ ○ ○ ○
佐 賀 県 ○ ○
長 崎 県 ○ ○ ○ ○
熊 本 県 ×

大 分 県 ○ ○

宮 崎 県 ○ ○
鹿 児 島 県 ○ ○ ○
沖 縄 県 ×

計 38 4 4 14 18 0 3 0 11 0 0 1 3 16
札 幌 市 ○ ○
仙 台 市 ◎ ○ ○ ○
さ い た ま 市 ○ ○ ○ ○
千 葉 市 ○ ○
横 浜 市 ○ ○
川 崎 市 ○ ○
相 模 原 市 ○ ○ ○ ○
新 潟 市 ○ ○
静 岡 市 ○ ○ ○
浜 松 市 ×
名 古 屋 市 ×
京 都 市 ×
大 阪 市 ×
堺 市 ×
神 戸 市 ○ ○
岡 山 市 ○ ○
広 島 市 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○
福 岡 市 ×
北 九 州 市 ○ ○ ○ ○ ○
熊 本 市 ○ ○

計 14 5 5 6 2 0 0 0 0 0 0 0 4 7
合 計 52 9 9 20 20 0 3 0 11 0 0 1 7 23

都道府県
政令都市

公共工事の競
争参加資格審
査における男
女共同参画等
の項目の設定
の有無(国の取
組に準じる場
合は◎）

具 体 的 項 目



えるぼし
認定また
はくるみ
ん認定、
プラチナ
くるみん
認定、
ユース
エール
認定取
得

女活法
に基づく
一般事
業主行
動計画
策定

次世代
育成支
援対策
推進法
に基づく
一般事
業主行
動計画
の策定

地方公
共団体
が行う男
女共同
参画に
関する
企業の
認定・認
証等を
取得

役員に
占める
女性割
合

管理職
に占める
女性割
合

役員・管
理職へ
の女性
の登用
促進の
ための
取組

仕事と育
児・介護
を両立
するため
の取組

ノー残業
デーの
設定など
労働時
間短縮
に向けた
取組

短時間
正社員
制度の
導入

男性の
育児・家
事への
参画促
進に向
けた取
組

ワーク・
ライフ・
バランス
関連表
彰の受
賞・認証
実績

その他

北 海 道
青 森 県 ○ ○
岩 手 県 ×
宮 城 県 ×
秋 田 県 ○ ○ ○ ○ ○
山 形 県 ×
福 島 県 ×
茨 城 県 ○ ○
栃 木 県 ×
群 馬 県 ○ ○ ○
埼 玉 県 ×
千 葉 県 ×
東 京 都 ×
神 奈 川 県 ○ ○
新 潟 県 ×

富 山 県 ×

石 川 県 ○ ○ ○
福 井 県 ×
山 梨 県 ×
長 野 県 ◎ ○ ○ ○ ○
岐 阜 県 ×
静 岡 県 ×
愛 知 県 ×
三 重 県 ×
滋 賀 県 ×
京 都 府 ○ ○
大 阪 府 ×
兵 庫 県 ×
奈 良 県 ×

和 歌 山 県 ×

鳥 取 県 ×

島 根 県 ×

岡 山 県 ○ ○

広 島 県 ×

山 口 県 ○ ○
徳 島 県 ×
香 川 県 ×
愛 媛 県 ×
高 知 県 ×
福 岡 県 ○ ○ ○ ○
佐 賀 県 ×
長 崎 県 ×
熊 本 県 ×

大 分 県 ×

宮 崎 県 ×
鹿 児 島 県 ×
沖 縄 県 ×

計 11 1 2 5 4 0 2 0 4 0 0 1 1 1
札 幌 市 ×
仙 台 市 ×
さ い た ま 市 ×
千 葉 市 ×
横 浜 市 ×
川 崎 市 ×
相 模 原 市 ×
新 潟 市 ×
静 岡 市 ×
浜 松 市 ×
名 古 屋 市 ×
京 都 市 ×
大 阪 市 ×
堺 市 ×
神 戸 市 ×
岡 山 市 ×
広 島 市 ×
福 岡 市 ×
北 九 州 市 ○ ○ ○ ○ ○
熊 本 市 ×

計 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
合 計 12 2 3 6 4 0 2 0 4 0 0 1 2 1

物品の購入等の
競争参加資格審
査における男女
共同参画等の項
目の設定の有無
(国の取組に準じ
る場合は◎）

都道府県
政令都市

具 体 的 項 目



えるぼし
認定また
はくるみ
ん認定、
プラチナ
くるみん
認定、
ユース
エール
認定取
得

女活法
に基づく
一般事
業主行
動計画
策定

次世代
育成支
援対策
推進法
に基づく
一般事
業主行
動計画
の策定

地方公
共団体
が行う男
女共同
参画に
関する
企業の
認定・認
証等を
取得

役員に
占める
女性割
合

管理職
に占める
女性割
合

役員・管
理職へ
の女性
の登用
促進の
ための
取組

仕事と育
児・介護
を両立
するため
の取組

ノー残業
デーの
設定など
労働時
間短縮
に向けた
取組

短時間
正社員
制度の
導入

男性の
育児・家
事への
参画促
進に向
けた取
組

ワーク・
ライフ・
バランス
関連表
彰の受
賞・認証
実績

その他

北 海 道 ○ ○ ○
青 森 県 ×
岩 手 県 ×
宮 城 県 ×
秋 田 県 ×
山 形 県 ×
福 島 県 ○ ○ ○
茨 城 県 ×
栃 木 県 ×
群 馬 県 ×
埼 玉 県 ○ ○ ○
千 葉 県 ○ ○
東 京 都 ○ ○ ○ ○
神 奈 川 県 ×
新 潟 県 ○ ○

富 山 県 ×

石 川 県 ×
福 井 県 ×
山 梨 県 ×
長 野 県 ×
岐 阜 県 ×
静 岡 県 ○ ○ ○ ○
愛 知 県 ○ ○ ○
三 重 県 ○ ○ ○
滋 賀 県 ◎ ○ ○
京 都 府 ×
大 阪 府 ×
兵 庫 県 ×
奈 良 県 ○ ○

和 歌 山 県 ×

鳥 取 県 ○ ○

島 根 県 ○ ○

岡 山 県 ×

広 島 県 ×

山 口 県 ×
徳 島 県 ○ ○
香 川 県 ○ ○
愛 媛 県 ×
高 知 県 ×
福 岡 県 ×
佐 賀 県 ×
長 崎 県 ○ ○ ○
熊 本 県 ×

大 分 県 ×

宮 崎 県 ×
鹿 児 島 県 ×
沖 縄 県 ×

計 16 3 1 2 10 0 0 0 1 0 0 0 2 8
札 幌 市 ○ ○
仙 台 市 ×
さ い た ま 市 ○ ○ ○
千 葉 市 ×
横 浜 市 ◎ ○ ○ ○ ○ ○
川 崎 市 ◎ ○
相 模 原 市 ◎ ○ ○ ○ ○
新 潟 市 ○ ○ ○
静 岡 市 ×
浜 松 市 ○ ○
名 古 屋 市 ×
京 都 市 ×
大 阪 市 ○ ○ ○ ○
堺 市 ○ ○ ○ ○ ○
神 戸 市 ○ ○ ○
岡 山 市 ×
広 島 市 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○
福 岡 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
北 九 州 市 ◎ ○ ○ ○ ○
熊 本 市 ×

計 13 7 6 9 4 0 1 0 3 0 1 1 4 7
合 計 29 10 7 11 14 0 1 0 4 0 1 1 6 15

具 体 的 項 目

都道府県
政令都市

総合評価落札方
式の一般競争入
札を適用している
場合における男
女共同参画等の
項目の設定の有
無



えるぼし
認定また
はくるみ
ん認定、
プラチナ
くるみん
認定、
ユース
エール
認定取
得

女活法
に基づく
一般事
業主行
動計画
策定

次世代
育成支
援対策
推進法
に基づく
一般事
業主行
動計画
の策定

地方公
共団体
が行う男
女共同
参画に
関する
企業の
認定・認
証等を
取得

役員に
占める
女性割
合

管理職
に占める
女性割
合

役員・管
理職へ
の女性
の登用
促進の
ための
取組

仕事と育
児・介護
を両立
するため
の取組

ノー残業
デーの
設定など
労働時
間短縮
に向けた
取組

短時間
正社員
制度の
導入

男性の
育児・家
事への
参画促
進に向
けた取
組

ワーク・
ライフ・
バランス
関連表
彰の受
賞・認証
実績

その他

北 海 道 ○ ○
青 森 県 ○ ○
岩 手 県 ○ ○
宮 城 県 ×
秋 田 県 ×
山 形 県 ×
福 島 県 ○ ○
茨 城 県 ×
栃 木 県 ×
群 馬 県 ○ ○ ○
埼 玉 県 ×
千 葉 県 ×
東 京 都 ×
神 奈 川 県 ×
新 潟 県 ○ ○ ○

富 山 県 ○ ○ ○

石 川 県 ×
福 井 県 ×
山 梨 県 ×
長 野 県 ○ ○ ○ ○ ○
岐 阜 県 ○ ○
静 岡 県 ×
愛 知 県 ○ ○ ○
三 重 県 ×
滋 賀 県 ◎ ○ ○
京 都 府 ○ ○
大 阪 府 ○ ○
兵 庫 県 ×
奈 良 県 ○ ○

和 歌 山 県 ×

鳥 取 県 ◎ ○

島 根 県 ○ ○

岡 山 県 ○ ○

広 島 県 ×

山 口 県 ○ ○ ○
徳 島 県 ×
香 川 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
愛 媛 県 ×
高 知 県 ×
福 岡 県 ○ ○ ○ ○
佐 賀 県 ×
長 崎 県 ×
熊 本 県 ×

大 分 県 ×

宮 崎 県 ×
鹿 児 島 県 ○ ○ ○
沖 縄 県 ×

計 21 2 3 6 11 0 1 1 4 0 0 0 2 8
札 幌 市 ○ ○
仙 台 市 ◎ ○ ○
さ い た ま 市 ×
千 葉 市 ×
横 浜 市 ◎ ○ ○ ○ ○
川 崎 市 ×
相 模 原 市 ○ ○
新 潟 市 × ○ ○
静 岡 市 ×
浜 松 市 ×
名 古 屋 市 ×
京 都 市 ○ ○ ○
大 阪 市 ×
堺 市 ○ ○
神 戸 市 ○ ○ ○
岡 山 市 ×
広 島 市 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○
福 岡 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
北 九 州 市 ○ ○ ○ ○ ○
熊 本 市 ×

計 11 5 5 8 3 0 1 0 1 0 1 1 3 5
合 計 32 7 8 14 14 0 2 1 5 0 1 1 5 13

具 体 的 項 目

都道府県
政令都市

その他の公共調
達における男女
共同参画等項目
の設定の有無



北 海 道 ○ × × ×
青 森 県 × ○ ○ ×
岩 手 県 ○ × × ×
宮 城 県 × × × ×
秋 田 県 × × × ×
山 形 県 × × × ×
福 島 県 ○ × × ×
茨 城 県 × × × ×
栃 木 県 × × × ×
群 馬 県 × ○ × ×
埼 玉 県 × × × ×
千 葉 県 × × × ×
東 京 都 × × × ×
神 奈 川 県 × × × ×
新 潟 県 ○ × × ×

富 山 県 ○ ○ × ×

石 川 県 × × × ×
福 井 県 × × × ×
山 梨 県 × × × ×
長 野 県 × ○ × ×
岐 阜 県 ○ × × ×
静 岡 県 × × × ×
愛 知 県 × × ○ ○
三 重 県 × × × ×
滋 賀 県 ◎ × × ◎
京 都 府 ○ × × ×
大 阪 府 × × ○ ○
兵 庫 県 × × × ×
奈 良 県 × × ○ ○

和 歌 山 県 × × × ×

鳥 取 県 × × × ○

島 根 県 × ○ × ×

岡 山 県 × × × ×

広 島 県 × × × ×

山 口 県 ○ × × ×
徳 島 県 × × × ×
香 川 県 × × × ○
愛 媛 県 × × × ×
高 知 県 × × × ×
福 岡 県 × ○ × ×
佐 賀 県 × × × ×
長 崎 県 × × × ×
熊 本 県 × × × ×

大 分 県 × × × ×

宮 崎 県 × × × ×
鹿 児 島 県 × ○ × ×
沖 縄 県 × × × ×

計 9 7 4 5
札 幌 市 ○ × × ×
仙 台 市 × × ◎ ×
さ い た ま 市 × × × ×
千 葉 市 × × × ×
横 浜 市 × × ○ ○
川 崎 市 × × × ×
相 模 原 市 × × × ×
新 潟 市 × × ○ ○
静 岡 市 × × × ×
浜 松 市 × × × ×
名 古 屋 市 × × × ×
京 都 市 × × × ×
大 阪 市 × × × ×
堺 市 × × ○ ×
神 戸 市 × × ○ ○
岡 山 市 × × × ×
広 島 市 × ◎ ◎ ×
福 岡 市 ○ × × ×
北 九 州 市 × ○ × ×
熊 本 市 × × × ×

計 2 1 4 3
合 計 11 8 8 8

清掃、設備保守
業務等の競争参
加資格審査にお
ける項目の設定

指定管理者公募
選定における評
価項目の設定

プロポーザル方
式における評価
項目の設定

指名競争入札又
は随意契約によ
り物品調達を行う
際に認証している
企業からの優先
調達

都道府県
政令都市



×
×
×
×
×
×

×
×
×
×
×
×

×
×
×
日本政策金融公庫の融資「地域活性化・雇用促進資金」の利用、商工中金の「元気とやま子
育て応援企業ローン」の利用

×

×
×
×
×
×

×
×
×
×
×
×
×

×

×

×

○
×

×
×
×
×
×
×

×
×
×

×

×
×
×

×
×
×
×
×
×
○
×
×
×
×
○等級格付において男女共同参画の取組を推進している事業者に対して加点している。　　　　　　　　

×
×
×
×
×
×
×
×

その他


	15-1公共調達

